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第 88 期 決 算 広 告 
平成 29 年 6 月 16 日 

群馬県安中市板鼻 16 番地の１ 

関東西濃運輸株式会社 

代表取締役 羽鳥 義雄 

 

１   貸 借 対 照 表 
（平成２９年３月３1 日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

営 業 未 収 金 

有 価 証 券 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輛 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

電 話 加 入 権 

その他の無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

関係会社株式及び出資金 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 保 証 金 

 

16,430,473 

4,371,599 

266,986 

3,249,844 

1,500,000 

28,408 

6,621,192 

46,660 

332,102 

42,559 

△28,878 

12,126,708 

10,713,827 

3,765,613 

363,335 

50,269 

1,073,683 

11,136 

5,449,789 

51,579 

42,097 

7,123 

2,359 

1,361,301 

188,823 

160 

58,000 

1,047,375 

32,181 

34,760 

（負債の部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

営 業 未 払 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

親 会 社 未 払 金 

未 払 消 費 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退職 慰労 引当 金 

資 産 除 去 債 務 

 

4,626,482 

 60,000 

2,284,885 

686,917 

101,002 

154,585 

163,184 

200,770 

205,375 

769,760 

2,812,882 

2,533,898 

75,200 

203,784 

負 債 合 計 7,439,364 

（純資産の部） 

株 主 資 本  

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

 その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

有 価 証 券 評 価 差 額 金 

  

21,065,745 

100,000 

12,234,830 

6,570,090 

5,664,740 

8,730,914 

129,084 

7,508,000 

1,093,830 

52,072 

52,072 

純 資 産 合 計  21,117,817 

資 産 合 計 28,557,182 負債・純資産合計 28,557,182 
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２   損 益 計 算 書 

(平成２８年４月 １ 日から

平成２９年３月３１日まで) 
（単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 

営 業 原 価 

 

 

34,721,081 

33,066,235 

営業総利益   1,654,846 

販売費及び一般管理費  581,052 

営 業 利 益  1,073,794 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

そ の 他 収 益 

営 業 外 費 用 

そ の 他 費 用 

 

35,952 

62,700 

 

845 

 

 

98,652 

 

845 

 経 常 利 益  1,171,601 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 

そ の 他 特 別 損 失 

 

16,903 

 

89 

874 

 

16,903 

 

 

964 

税引前当期純利益 

法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 

463,302 

△25,057 

 1,187,540 

 

438,245 

当 期 純 利 益  749,295 
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３   個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの         決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算出） 

     時価のないもの         移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法  

    貯蔵品              移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産            建物（建物附属設備を含む）および車両運搬具

は定額法 

上記以外については定率法 

（２）無形固定資産            定額法 

３．引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

（２）賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額基準に基づき計上しております。 

（３）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により翌期から費用処理しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（２）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 


